





Japanese Companies in the U.S. and China:
Foreign Direct Investment, Intra-firm Trade, and Divestment
KOYAMA, Daisuke
This paper examines the trends in overseas business activities by Japanese 
multinational enterprises in the United States and China in the 2000s, especially foreign 
direct investment, intra-firm trade, and strategic divestment. The presented analyses 
indicate three main arguments about this so-calld “Asian-Shift.” First, Japanese companies 
expanded across Asia, especially China, during the 2000s. Second, they reduced their 
relative positions in the U.S. market through the divestment of subsidiaries. Third, these 
trends were mainly driven by large Japanese manufacturing firms.
Controversy surrounding thise “Asian-Shift” and so-called “multipolarization” in the U.S. 
may reflects the changing global economic structure as well as the shifting of overseas 
business activities by multinational enterprises.


















































































1960 年代から 70 年代にかけてである。この時期、ハーバード大学のMNEプロジェクトにお





























また、日本在外企業協会においては、1970 年代末から 1990 年代初頭までの長期に渡って、




体系的な撤退研究としては、1980 年代から 1990 年代における竹田、洞口の研究が存在して
いる。竹田はその研究のなかで「戦略的撤退」という概念を用い、日本企業の撤退行動につい
て分析しており 23）、洞口は主として東洋経済新報社出版の『海外進出企業総覧』を利用するこ
とにより、1970 年代から 1980 年代までの撤退動向を分析している 24）。
これらの研究のほか、日米企業の撤退について分析した相原 25）、企業の撤退行動の戦略性に
ついて論述した今木の研究 26）、中小企業事業団の撤退に関する実態調査を利用した分析を行っ
ている石川の研究 27）などが存在するとともに、1980 年代後半から 2000 年代初頭における海外
進出と撤退について、双方向からの分析をくわえた小山の研究がある 28）。
このように多国籍企業の海外進出と撤退についての研究は、国内外において、数は少ないな
がらも、1970 年代から 1990 年代を通して断続的に行われてきたのである。
3．海外事業活動分析における撤退研究の意義
ここまで簡単ではあったが、国内外における多国籍企業の撤退研究を整理することにより、































































新規進出 撤退 撤退率 新規進出 撤退 撤退率 新規進出 撤退 撤退率
2000 年以前 13,204 4,893 37.1% 1,850 1,336 72.2% 2,255 242 10.7%
2001 860 585 68.0% 107 175 163.6% 260 42 16.2%
2002 983 605 61.5% 96 205 213.5% 451 40 8.9%
2003 984 440 44.7% 89 109 122.5% 487 43 8.8%
2004 1,065 468 43.9% 92 107 116.3% 536 55 10.3%
2005 1,033 453 43.9% 91 123 135.2% 491 61 12.4%
2006 984 406 41.3% 93 79 84.9% 379 77 20.3%
2007 775 472 60.9% 76 111 146.1% 257 82 31.9%
2008 773 434 56.1% 77 78 101.3% 202 94 46.5%
2009 590 467 79.2% 52 113 217.3% 300 111 37.0%
2010 639 411 64.3% 43 85 197.7% 216 84 38.9%







最大時で新規進出件数が 1,000 件を超え、全設立現地法人の 50％が新設され、中国のWTO加





































出所： 国際収支統計については、財務総合経済研究所編『財務金融統計月報』717 号、2012 年 1 月、子会
社数については、東洋経済新報社『週刊東洋経済　海外進出企業総覧』2012 年度版より作成。
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よると日本は、2010 年において総額 4兆 9,388 億円の対外直接投資を行ったが、米中への投資





対外直接投資残高 67 兆 6,911 億円は、アジア、北米、欧州市場の三極に分散し、アジア地
域の投資残高が、北米市場と同水準に達しつつある。しかし、中国における投資残高は5兆4,187
億円であり、アメリカの 20 兆 5,246 億円の約 26%の規模であり、中国は進出現地法人数が急




から 2010 年末には 21.8％へと 2倍に拡大している。これは、直接投資のうち、本国親会社か
らの投資にくわえ、海外現地法人で得た利益を地域内で再投資していることの表れでもある。


























































社ベースで 340 兆円の売上高を有し、現地法人による販売額は 180 兆円に達している 35）。この










2005 年 2010 年
アメリカ 中国 香港 アメリカ 中国 香港
現地販売額 経常利益 現地販売額 経常利益 現地販売額 経常利益 現地販売額 経常利益 現地販売額 経常利益 現地販売額 経常利益
合　計 521,739 24,049 69,637 4,450 29,844 1,885  合　計 330,474 14,921 199,223 17,311 32,828 1,904 
製 造 業 249,538 12,167 51,161 3,756 9,467 771  製 造 業 157,174 9,846 128,244 13,522 9,828 450 
 食 料 品 3,362 255 3,071 224 245 29  食 料 品 4,048 - 7,414 700 256 18 
 繊維 793 71 1,282 70 250 21  繊維 596 17 1,021 269 89 11 
 木材紙・パルプ 981 -7 - - - -  木材紙・パルプ 666 -3 388 - - -
 化学 19,862 1,486 3,373 183 458 28  化学 19,203 4,328 7,330 687 125 20 
 石油・石炭 1,990 16 - - - -  石油・石炭 2,251 20 455 20 - -
 窯業・土石 1,736 - 1,045 124 - -
 鉄鋼 3,423 644 210 1 221 12  鉄鋼 2,457 - 6,323 - - -
 非鉄金属 1,341 -155 185 65 371 18  非鉄金属 1,310 - 5,618 145 239 6 
 一般機械 16,211 786 1,867 584 931 90  金属製品 794 6 1,863 175 68 1 
 電気機械 5,186 246 3,916 408 536 175  はん用機械 3,783 233 2,318 - - -
 情報通信機械 44,142 37 6,825 296 4,298 263  生産用機械 6,855 713 5,420 414 158 21 
 輸送機械 126,418 7,683 1,949 - 25 -  業務用機械 3,151 - 1,407 325 503 34 
 精密機械 3,756 186 - 125 1,161 27  電気機械 4,828 161 8,038 897 244 19 
 その他の製造業 22,072 919 278 260 - -  情報通信機械 22,732 - 9,008 899 6,979 203 
 輸送機械 68,861 3,554 66,678 7,641 0 14 
  その他の製造業 13,904 131 3,916 544 888 82 
非製造業 272,202 11,882 18,475 694 20,378 1,114  非製造業 173,300 5,075 70,979 3,789 23,000 1,454 
 農林漁業 87 16 68 5 - -  農林漁業 50 -19 125 7 - -
 鉱業 763 749 - -1 - -  鉱業 896 -316 7 - - -
 建 設 業 2,145 15 1,138 35 59 -3  建 設 業 1,955 - 932 25 0 -6 
 情報通信業 1,247 54 241 9 - 3  情報通信業 2,595 65 450 60 6 9 
 運 輸 業 10,209 288 1,102 72 1,271 124  運 輸 業 4,152 97 1,490 120 134 82 
 卸 売 業 212,729 7,153 13,494 448 16,877 808  卸 売 業 131,777 1,747 60,982 3,304 9,995 1,238 
 小 売 業 33,435 541 1,544 49 1,444 64  小 売 業 26,664 149 4,228 75 528 40 
 サービス業 3,516 1,319 642 20 145 11  サービス業 3,245 613 1,974 104 3 19 
 その他の非製造業 8,070 1,747 - 57 - 107  その他の非製造業 1,967 - 791 - 8 71 
注： 2005 年度実績と 2010 年度実績になる業種分類は、日本標準産業分類をもとに作成されており、2002 年、
2007 年の改定とあわせて変更がくわえられている。
出所：経済産業省海外事業活動基本調査データベース（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/











における販売先企業の内訳（2010 年度実績）は、アメリカで日本企業向け 8兆 1,030 億円、地
場企業向け 24 兆 2,437 億円、その他の企業向け 7,014 億円、中国では日本企業向け 6兆 8,889
億円、現地企業向け 12 兆 3,187 億円、その他の企業 7,148 億円となっている 37）。






これとは対照的に中国市場は、5年間で販売額が 6兆 9,637 億円から 19 兆 9,223 億円へと激
増している。業種別では輸送機械の販売額増加は目覚ましく、2005 年の段階で 1,949 億円に過
ぎなかったものが、2010 年にはアメリカ市場と匹敵する 6兆 6,678 億円となっている。この結
果は中国市場が大きく拡大してだけでなく、アメリカ市場が大きく縮小した結果でもあるが、
















のうち米中 2ヶ国で全進出件数の約 40％、全撤退件数の約 36%を占めている（1表）。だが米
中両市場を舞台とした現地法人の撤退動向は、大きく異なるものとなっている 39）。
まず表 1で新規設立現地法人数と撤退現地法人数をみると、進出・撤退ともに 1度の大きな
波が存在していることがわかる。進出における波は、2004 年から 2005 年にかけてあり、これ
は中国進出ブームを表している。また撤退については、2001 年から 2002 年の波がアジア通貨
危機、アメリカにおける ITバブル崩壊によるものとなっている。
撤退数については、どの年度を見ても、400 社以上存在し、最大の年は 2002 年で、605 社と
表 3　国別・地域別撤退現地法人数（単位：社）
2000 年以前 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
全世界 4,893 558 605 440 468 453 406 472 434 467 411 269 
  アジア 1,705 197 206 193 205 206 201 237 249 241 207 124 
    韓国 140 13 9 11 19 18 7 23 29 22 15 9 
    中国 242 42 40 43 55 61 77 82 94 111 84 57 
    香港 313 36 31 30 24 30 22 25 24 19 14 9 
    台湾 213 15 26 24 18 22 15 21 18 12 15 3 
    ベトナム 11 3 1 1 3 3 1 1 - 6 2 -
    タイ 151 17 17 14 16 13 15 15 31 14 30 14 
    シンガポール 260 34 41 34 23 19 26 22 32 24 19 20 
    マレーシア 145 15 17 16 32 13 17 21 7 10 12 4 
    インド 24 2 4 3 1 3 6 2 - 2 4 4 
北米 1,459 189 216 120 114 131 81 118 82 123 90 60 
    カナダ 123 14 11 11 7 8 2 7 4 10 5 5 
    アメリカ 1,336 175 205 109 107 123 79 111 78 113 85 55 
ヨーロッパ 962 130 126 86 104 79 79 76 77 83 92 55 
    イギリス 260 37 37 23 36 14 24 18 21 26 15 12 
    オランダ 104 19 16 13 12 12 11 13 11 9 14 5 
    フランス 122 13 11 11 11 16 9 11 11 10 14 10 
    ドイツ 151 24 21 14 16 15 14 12 14 12 15 7 
中近東 43 - 2 1 - 1 - - - 1 2 -
中南米 385 47 32 23 24 15 18 29 18 8 14 16 
アフリカ 89 1 2 1 2 2 4 6 1 1 - 1 
オセアニア 250 21 24 16 19 19 23 6 7 10 6 13 
注：① 子会社には、親会社による 100%所有子会社、多数株所有子会社にくわえ間接出資、少数株所有子
会社が含まれる。
　　②香港、マカオは、それぞれ 1997 年、1999 年に中国へ返還。
出所：経済産業省海外事業活動基本調査データベース（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/





































て中国では 2005 年時点からすでに繊維業における撤退が 20 件に上っており、2010 年において













2005 年 2010 年
全世界 アメリカ 中国 香港 全世界 アメリカ 中国 香港
撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比 撤退数 構成比
合　　計 561 100.0% 130 100.0% 79 100.0% 30 100.0% 合　　計 608 100.0% 107 100.0% 147 100.0% 34 100.0%
製 造 業 255 45.5% 57 43.8% 57 72.2% 8 26.7% 製 造 業 237 39.0% 41 38.3% 86 58.5% 9 26.5%
  食 料 品 16 2.9% 3 2.3% 4 5.1% 3 10.0%   食 料 品 17 2.8% 1 0.9% 9 6.1% 1 2.9%
  繊　　維 31 5.5% - - 20 25.3% - -   繊　　維 23 3.8% 2 1.9% 16 10.9% 1 2.9%
  木材紙・パルプ 8 1.4% 1 0.8% - - - -   木材紙・パルプ 3 0.5% - - - - - -
  化　　学 40 7.1% 10 7.7% 3 3.8% 1 3.3%   化　　学 27 4.4% 5 4.7% 9 6.1% - -
  石油・石炭 6 1.1% - - - - - -   石油・石炭 - - - - - - - -
  窯業・土石 9 1.5% - - 5 3.4% - -
  鉄　　鋼 8 1.4% 5 3.8% 1 1.3% - -   鉄　　鋼 4 0.7% 1 0.9% 2 1.4% - -
  非鉄金属 8 1.4% 5 3.8% - - - -   非鉄金属 8 1.3% 2 1.9% - - - -
  一般機械 20 3.2% 5 3.8% 5 6.3% 1 3.3%   金属製品 7 1.2% - - 2 1.4% 1 2.9%
  電気機械 18 3.2% 3 2.3% 2 2.5% 1 3.3%   はん用機械 6 1.0% - - 4 2.7% - -
  情報通信機械 26 4.6% 4 3.1% 6 7.6% - -   生産用機械 15 2.5% - - 4 2.7% - -
  輸送機械 35 6.2% 12 9.2% 5 6.3% - -   業務用機械 6 1.0% 2 1.9% 3 2.0% 1 2.9%
  精密機械 9 1.6% 2 1.5% 1 1.3% - -   電気機械 11 1.8% 1 0.9% 5 3.4% 1 2.9%
  その他の製造業 38 6.8% 7 5.4% 10 12.7% 2 6.7%   情報通信機械 40 6.6% 10 9.3% 9 6.1% 3 8.8%
  輸送機械 34 5.6% 15 14.0% 5 3.4% - -
　   その他の製造業 27 4.4% 2 1.9% 13 8.8% 1 2.9%
非製造業 306 54.5% 73 56.2% 22 27.8% 22 73.3% 非製造業 371 61.0% 66 61.7% 61 41.5% 25 73.5%
  農林漁業 3 0.5% 2 1.5% - - - -   農林漁業 5 0.8% - - 1 0.7% - -
  鉱　　業 4 0.7% 1 0.8% - - - -   鉱　　業 4 0.7% 1 0.9% - - - -
  建 設 業 11 2.0% 1 0.8% 1 1.3% 1 3.3%   建 設 業 11 1.8% 2 1.9% 2 1.4% - -
  情報通信業 26 4.6% 8 6.2% 4 5.1% 1 3.3%   情報通信業 36 5.9% 7 6.5% 10 6.8% 2 5.9%
  運 輸 業 24 4.3% 5 3.8% 3 3.8% 1 3.3%   運 輸 業 36 5.9% - - 11 7.5% 2 5.9%
  卸 売 業 111 19.8% 28 21.5% 6 7.6% 9 30.0%   卸 売 業 125 20.6% 26 24.3% 16 10.9% 14 41.2%
  小 売 業 18 3.2% 5 3.8% 1 1.3% 2 6.7%   小 売 業 20 3.3% 5 4.7% 1 0.7% - -
  サービス業 52 9.3% 14 10.8% 5 6.3% 3 10.0%   サービス業 77 12.7% 10 9.3% 18 12.2% 5 14.7%
  その他の製造業 57 10.2% 9 6.9% 2 2.5% 5 16.7%   その他の製造業 57 9.4% 15 14.0% 2 1.4% 2 5.9%
注： 2005 年度実績と 2010 年度実績になる業種分類は、日本標準産業分類をもとに作成されており、2002 年、
2007 年の改定とあわせて変更がくわえられている。
出所：経済産業省海外事業活動基本調査データベース（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/


















とれる（表 6）。特にアメリカにおける給与総額は、リーマン・ショックを挟んで 5,000 億円減
少し、2005 年と比べ 3分の 2の水準にまで落ち込んでいる。業種別では単純な比較はできない




















 合　　計 427 8 18 9 46 129 126 90 1
 製 造 業 151 6 5 4 7 61 34 34  -
















 合　　計 470 11 12 14 44 90 169 88 42
 製 造 業 224 6 7 5 27 41 83 32 23



















2005 年 2010 年
アメリカ 中国（本土） アメリカ 中国（本土）
従業員数 給与総額 1人当給与 従業員数 給与総額 1人当給与 従業員数 給与総額 1人当給与 従業員数 給与総額 1人当給与
合　計 594,062 1,816,565 3.058 1,206,810 327,305 0.271  合　計 547,727 1,317,861 2.406 1,482,900 639,587 0.431 
製 造 業 406,940 1,204,179 2.959 1,110,560 274,493 0.247 製 造 業 348,138 794,454 2.282 1,315,916 505,493 0.384 
 食 料 品 - - - 70,496 20,034 0.284  食 料 品 - - - 90,427 8,759 0.097 
 繊維 - 6,556 - 72,306 28,627 0.396  繊維 1,793 6,384 3.561 54,840 12,010 0.219 
 木材紙・パルプ 1,564 10,584 6.767 7,168 1,820 0.254  木材紙・パルプ 1,312 8,258 6.294 7,068 3,043 0.431 
 化学 30,321 146,336 4.826 42,412 15,050 0.355  化学 32,676 152,396 4.664 45,073 27,630 0.613 
 石油・石炭 137 515 3.759 - - -  石油・石炭 210 1,276 6.076 1,401 645 0.460 
 窯業・土石 - - - 22,623 7,905 0.349 
 鉄　鋼 6,670 13,188 1.977 13,676 - -  鉄　鋼 - - - - - -
 非鉄金属 5,044 8,500 1.685 18,832 3,882 0.206  非鉄金属 - - - 29,423 9,910 0.337 
 一般機械 25,736 103,333 4.015 72,918 23,896 0.328  金属製品 3,585 10,377 2.895 38,388 19,270 0.502 
 電気機械 14,125 64,262 4.550 179,262 34,906 0.195  はん用機械 11,130 - - - 14,234 -
 情報通信機械 66,114 205,697 3.111 346,297 78,967 0.228  生産用機械 10,102 32,506 3.218 27,174 11,447 0.421 
 輸送機械 160,582 497,210 3.096 - - -  業務用機械 - - - 85,443 26,914 0.315 
 精密機械 7,590 31,799 4.190 50,594 7,144 0.141  電気機械 15,827 28,356 1.792 140,978 69,735 0.495 
 その他の製造業 - - - 80,929 20,881 0.258  情報通信機械 - - - 334,861 137,764 0.411 
 輸送機械 136,848 307,948 2.250 280,594 111,443 0.397 
  その他の製造業 64,873 29,592 0.456 94,351 - -
非製造業 187,122 612,386 3.273 96,250 52,812 0.549 非製造業 199,589 523,407 2.622 166,984 134,094 0.803 
 農林漁業 - - - - 157 -  農林漁業 266 994 3.737 3,193 347 0.109 
 鉱　業 - 162 - - - -  鉱　業 432 - - 560 - -
 建 設 業 2,184 11,244 5.148 2,717 3,122 1.149  建 設 業 - 15,426 - 5,074 4,701 0.926 
 情報通信業 8,137 - - 9,535 8,538 0.895  情報通信業 - - - 22,948 19,409 0.846 
 運 輸 業 15,019 38,301 2.550 18,235 4,455 0.244  運 輸 業 8,807 26,696 3.031 27,178 12,631 0.465 
 卸 売 業 80,782 382,235 4.732 31,296 23,992 0.767  卸 売 業 109,190 315,671 2.891 57,759 69,575 1.205 
 小 売 業 57,113 79,757 1.396 15,784 4,513 0.286  小 売 業 32,031 13,736 0.429 28,614 11,333 0.396 
 サービス業 10,276 40,329 3.925 9,976 5,810 0.582  サービス業 12,971 50,652 3.905 12,084 12,393 1.026 
 その他の非製造業 - 21,342 - 4,437 - -  その他の非製造業 13,584 35,524 2.615 9,574 - -
注： 2005 年度実績と 2010 年度実績になる業種分類は、日本標準産業分類をもとに作成されており、2002 年、
2007 年の改定とあわせて変更がくわえられている。
出所：経済産業省海外事業活動基本調査データベース（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/





































１）UNCTAD World Investment Report 2006 FDI from Development and Transition Economies: 
Implications for Development,  United Nations, New York and Geneva, 2006, p.122.
２）経済産業省『通商白書 2012 世界とのつながりの中で広げる成長のフロンティア』2012 年 8 月、勝美
印刷、281-283 ぺージ。




新聞』2008 年 10 月 5 日、朝刊。
６）ここで言われている過去 2回の権力シフトとは、15 世紀以降にはじまるヨーロッパの台頭、19 世紀後
半以降のアメリカの台頭を指す。Zakaria, Fareed, The Post -American World-and the Rise of the 
Rest, London-, ALLEN LANE, 2008, pp.1-3.
７）Ibid., p.5.
８）National Intelligence Council, Global Trends 2025: A Transformed World, Washington DC, U.S. 
Government Printing Office, p.29.
９）例えば、Bergsten, C. Fred “A Partnership of Equals” Foreign Affairs, Council on Foreign Relations, 
2008, Brezezinski Zibigniew “The Group of Two that Could Change the World” Financial Times, 
January 13 2009 などを挙げることができる。
10）Economy, Elizabeth C. “The G-2 Mirage Why the United States and China Are Not Ready to 
Upgrade Ties”, Foreign Affairs, Council on Foreign Relations. 2009.
11）ロバート・ロス「中国を対外強硬路線へ駆り立てる恐れと不安－アジアシフト戦略の誤算とは」『フォー
リン・アフェアーズ・リポート』2012 年、No.11、15 ページ。
12）イアン・ブレマー著、北沢格訳『「Gゼロ」後の世界－主導国なき時代の勝者はだれか－』2012 年 6 月、
243-245 ページ。
13）山田充夫『海外直接投資と撤退』日本在外企業協会、1985 年 4 月、77 ページ。
14）Roger L.Torneden “Foreign Divestment Activity 1967-71” Foreign Disinvestment by U.S. 
Multinational Corporations: With Eight Case Studies, Praeger Publishers New York, 1975, p.20.
15）Ibid., pp.21-30.
16）Jasbir Chopra, J. J. Boddewyn and R. L. Torneden “U.S. Foreign Divestment: 1972-1975 Updating”
Columbia Journal of World Business, Vol.13 Issue 1, 1978, pp.14-16.
17）Sachdev, Jagdish “Disinvestment-A new Problem in Multinational Corporation－Host 
Government Interface” Management International Review, Vol.16 No.3, 1976.
18）Michael C. McDemott “Foreign divestment: the theory and the practices” Multinationals Foreign 
Divestment and Disclosure, McGraw-Hill Book Company, Berkshire, 1989, pp.8-18.
19）例えば、Gabriel R. G. Benito “Divestment and international business strategy” Journal of 
Economic Geography, Vol.5 Issue.2, 2005 など。





存在する。竹田志郎「多国籍企業の国際提携にみる戦略的性格」『横浜経営研究』第 11 巻、第 2号、
1990 年。




26）今木秀和「企業の海外直接投資と戦略的撤退」『桃山学院大学経済経営論集』第 28 巻、4号、1987 年。
27）石川勝径「海外事業からの撤退の研究」『徳山大学総合経済研究所紀要』No.23、2001 年。




30）UNCTAD World Investment Report 2009: The Transnational Corporations, Agricultural Production 
and Development, United Nations Publications, New York, 2009, p.243.
31）アンケート回答率は、毎年上昇傾向にあり、第 30 回調査で 63.4%、第 38 回調査では、70.8%となっ
ている。
32）経済産業省『第 41 回海外事業活動基本調査』平成 22 年（2010 年）度実績によると、親会社数は 4,402
社、海外子会社は 19,982 社となっている。
33）日経ビジネス編集部「海外投資「撤退」の研究」『日経ビジネス』1979 年 10 月 8 日号、37 ページ。
34）これまで日本企業による中国進出ブームは、1992 年からアジア通貨危機発生までの間と、中国の
WTO加盟からリーマン・ショックの間の 2度存在している。
35）リーマン・ショック直前の 2007 年には現地法人販売総額が、236 兆円に達していた。経済産業省ホー
ムページ『第 38 回海外事業活動基本調査結果概要確報（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/
kaigaizi/result/result_38.html、アクセス日：2012 年 11 月 18 日）
36）例えば 2007 年度において日本の在米外国子会社は、1,370 億ドルの輸入を行ったが、実に 96.9％にあ
たる 1,328 億ドルが親会社グループからの輸入となっている。Bureau of Economic Analysis Foreign 
Direct Investment in the United States Final Results from the 2007 Benchmark Survey, U.S. 











集計すると、2011 年度に撤退を行った現地法人 270 社のうち 100％出資現地法人 112 社、多数株所有
現地法人 43 社、その他 115 社存在した。
　（ 本稿は度国際地域研究所重点プロジェクト「日米中トライアングルの国際政治経済構造
―膨張する中国と日本―」の研究成果の一部である。）

